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付加価値の高い商品を創造し、社会に貢献する

当社は創業以来、「会社を永続させる」、「最小の資本と人で最大の付加価値を上げる」という考えの

もと、「付加価値の創造」と「事業効率」を追求してまいりました。

会社を永続させるためには、世の中の役に立つ商品を生み出してお客様の課題を解決するだけでなく、

企業の社会的責任を果たし、最終的にはお客様、社員、取引先、株主などで構成される社会から支持

される会社であることが必要不可欠だと考えています。

このような考えのもと、法令遵守はもとより、省資源・省エネルギーなど、地球環境に配慮しながら

付加価値の高い商品を創造し、社会に貢献し続けることで、今後も持続的な成長と高い収益性の

実現を目指してまいります。

今後の事業拡大に向けて

当社の経営において、優先度の高い課題は「付加価値の高い商品を創造し続けること」です。

ものづくりの現場で何が起きているかを正しく把握し、先を見通すことで、お客様もまだ気付いて

いない課題を解決する新しい価値を持った商品が生み出されます。

もう一つの課題は「海外での販売比率を高めること」です。

現在の海外売上高の比率は市場のポテンシャルに比べてまだまだ低いと言わざるを得ません。

成長の余地が大きい海外市場において、当社のビジネスモデルであるダイレクトセールス体制を

しっかりと根付かせることで、売上を大きく伸ばしていけると考えています。

社員一人ひとりが生み出した付加価値が社会の皆様のお役に立てますよう、全社員一丸となって

真摯に業務に取り組んでまいります。

Message

代表取締役社長　中田 有

1 社長メッセージ
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生産性の向上

労働力不足などの社会的課題を踏まえ、製造現場では生産性を向上させるための自動化や合理化が

進められています。当社は生産性向上につながる商品とアプリケーションを提案することで、生産

時間を短縮し、生産性向上に貢献しています。

品質の改善

技術革新による商品の高機能化・微細化に伴い、ものづくりの高度化が進んでいます。他方で品質に

対する消費者の目は年々厳しくなっており、不良品の発生は、企業のブランドイメージの失墜や収益力の

低下に大きく影響します。当社はそのようなものづくりの現場が抱える課題解決に貢献しています。

Opportunity 商品を通じた社会的課題の解決

豊富なツールで  
最大100項目を同時測定。

光軸あわせ機能により、 
設置も簡単。

品種判別（色判別） ネジ有無・浮き検査

刻印読み取り検査
ICチップ浮き検査

2Dコード読み取り検査

コンデンサ倒れ検査
ICチップ方向判別

塗布切れ検査

2
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労働環境における安全確保

当社は製造現場における安全性確保に寄与する商品を提供しています。具体的には、製造現場で使用

される機械・ロボットなどの危険な要素から作業者の安全性を確保しつつ、生産性も維持できるような

「安全機器」の開発をおこない、現場の安全性向上を推進しています。

工場の省エネルギー・省資源への貢献

気候変動などの環境問題はグローバルでの喫緊の課題であり、工場における省エネや省資源への取り

組みに対するニーズは年々高まっています。当社は商品を通じて、お客様の省エネや省資源への

取り組みの実現をサポートしています。

Opportunity　　　商品を通じた社会的課題の解決

クーリングタワー

ダイカストマシン

排水処理施設

めっき装置

組立機

加工機
成形機

溶接機

検査機

洗浄機

熱処理

チラー

MC

クランプ式　流量センサ
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お客様の現場における環境負荷低減への貢献

工場では、切削水や切削油、冷却用クーラントや作動油、溶接時に使うアルゴンガス、エアブローに

使う空気、塗装用の塗料など、さまざまな液体や気体を使って生産をおこなっています。これらの

工場で利用する流体は、ポンプ・ファンなどを用いて工場内に送られます。ポンプやファン、そのほか

流体を圧送するコンプレッサなどは、作動時に大きな電力を消費しており、省エネ対策では、流体の使用

状況を流量センサで管理・記録し、無駄なポンプやファン、コンプレッサの稼働を抑えることが重要です。

流量センサを活用した省エネへの貢献

工場では、エアツールやプレス機、スプレーガン、ロボットや工作機器を動かすエアシリンダなどに

圧縮エアを利用しています。この圧縮エアは、コンプレッサによって作られており、大きな電力を消費

しています。工場では欠かせない圧縮エアを作るコンプレッサですが、エア漏れも多く、大きなロスが

生まれるという課題があります。そこで圧縮エアの流量を正確に管理することが省エネでは重要です。

圧縮エアの流量を正確に管理することでコンプレッサの電力量を最適化でき、省エネにつながり

ます。また、流量センサで圧縮エアの流量を監視し、空気の見える化を図ることでエア漏れを発見

できるほか、使用状況に応じて圧力を下げる、インバータ化する、台数制限制御をおこなうといった

省エネ対策の実施にも効果的です。

後付け可能なクランプオン式流量センサ

［ 活用例 ］　圧縮エアの使用量管理

レシーバタンクから送り出される流量を把握することで、工場全体での圧縮エアの使用量を把握できます。

本体だけで状態がわかる多機能ディス

プレイを搭載

クランプオン式の液体用流量センサ クランプオン式の気体用流量センサ

世界初

従来

Opportunity　　　商品を通じた社会的課題の解決
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圧力センサを活用した省エネへの貢献

工作機械の多くは、油圧シリンダや油圧バルブなどを使用しています。作動のほか、洗浄や冷却に

油が使用されていますが、従来それらの油圧管理は、 十分におこなえていないことが多いです。
省エネの観点からは油圧管理をおこない、適切な油圧に保ち、無駄な圧力を使わないことが重要です。

そのためには 油圧センサを用いた油圧管理が効果的です。常時、油圧を管理することで変化が
わかり、作動油の劣化や漏れなども発見しやすくなります。

管理数値を「見える化」することによる省エネ対策

製造業の省エネ対策では、流量センサ・圧力センサなどで測定した情報を集め、「どこで、だれが、ど

れだけのエネルギーを使っているのか」 ということを見える化する必要があります。エネルギー使
用量を把握したうえで省エネ対策を検討し、実行と改善を繰り返すPDCAサイクルを回すことで、 よ
り良い省エネ対策を実現します。

Opportunity　　　商品を通じた社会的課題の解決　お客様の現場における省エネへの貢献

未転送データ

未転送データ

Ethernet

FTPクライアント

自動転送

転送

FTPサーバ

転送済みデータ

転送済みデータ

工作機械の油圧管理 パソコンやPLC、データサーバと連携できるタッチ型パネルレコーダ
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Business 革新的な商品と豊富なラインナップ3 デジタル顕微鏡

画像処理システムプログラマブルコントローラ

1D/2Dコードリーダ光電センサ

画像寸法測定システム安全機器

変位センサイオナイザ

ハイブリッドレーザマーカ3Dプリンタ

1社完結のトータルサポートを実現する商品群

汎用センサや変位センサなどFA用の多種多様なセンサから、測定器、
PLC、計測機器、バーコードリーダ、レーザマーカ、デジタル顕微鏡、
3Dプリンタまで、ものづくりになくてはならない商品を企画開発し、
提案型のダイレクトセールスで商品を提供しています。

お客様のさまざまな課題を１社で解決できることも当社が選ばれる理由

の一つです。
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Business

金属  鉄鋼

バイオ 医療

IT機器  情報通信 物流  小売

自動車  輸送

環境  インフラ

半導体  液晶

電子デバイス

特定の顧客・業界に依存しない幅広い顧客基盤

食品  医薬品

さまざまなアプリケーションを提供できる商品群

お客様の潜在的なニーズを把握し、国や地域を問わず、幅広い業界で

導入していただける商品として企画開発しています。自動車・半導体・

液晶・電子デバイス・IT機器・情報通信・金属鉄鋼・食品・医薬品・物流
など、業界ごとに最適な商品アプリケーションをご提案することにより、

特定の業界や顧客の動向に左右されにくい事業環境を実現して

います。現在では、グローバルで30万社を超えるお客様に当社商品を
ご採用いただいています。
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小売

商品を販売する小売店において、在庫や発注数の
管理は業務効率の向上やロスの低減に欠かせ
ません。使い勝手と読み取り性能を高めることで、
業務の効率化に貢献しています。

研究開発

ものづくりの研究開発はもちろんのこと、iPS細胞などの再生
医療分野や宇宙ロケットなどの科学技術分野まで、あらゆる
研究開発の発展に貢献しています。

ロジスティクス

ｅコマースやITの普及により物流量は年々増加し
ています。消費者からの多様なニーズに応えるため、
自動搬送システムやロボットの導入など、より
効率的な物流システムの構築に貢献しています。

ファクトリーオートメーション

第4次産業革命とも言われる現在、世界中でスマートファク
トリー化が進められており、自動化やデータ収集に必要な
センサや測定器はより重要な存在になっています。
幅広い業界の用途に対応できる豊富な商品により、もの
づくりに貢献しています。

トレーサビリティ

 
原材料の調達から生産・出荷まで、「いつ、どこで、
誰が」製造したか明らかにすることで、厳格に管理
された安全で安心できる商品づくりに貢献して
います。

品質管理

 
ものづくりの現場では、効率的な生産とともに
高い品質が求められています。人の目では実現で
きない、圧倒的な検査精度と処理スピードにより、
高品質の実現に貢献しています。

Business

研究開発から小売までトータルサポート

キーエンスは商品を通じてお客様の技術革新をサポート

することで、ものづくりのあり方を革新しています。

研究開発から製造、組み立て、検査、物流まですべて

の工程が当社の事業領域です。

事業領域
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世界初・業界初の商品を生み出す企画開発力

新商品の約7割が「世界初」「業界初」。
ダイレクトセールスで得たお客様の潜在ニーズや困りごとを的確に見極め、「世界初」「業界初」となる

商品を、特定の業種やお客様向けの特注品ではなく、幅広い業種・業界で採用していただける標準品

として企画開発しています。お客様の欲しいものをそのまま商品化するのではなく、お客様自身も

気付いていない潜在ニーズを把握して、「こんな商品が欲しかった」と思っていただけるような

革新的な商品を開発することが、高い付加価値を生み出す源泉となっています。

ビジネスモデル 高い付加価値を生み出すビジネスモデルBusiness
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Business　　　ビジネスモデル

Case.2 ワイヤレスプローブで大型三次元測定

従来の課題

大型部品の測定は手間がかかる
・2人がかりで測定。
・測定誤差が出やすい。
・三次元の測定が不可能。

課題解決

・ワイヤレスプローブを対象物に当てるだけ
の簡単操作。測定範囲は最大10 m。
7つのプローブマーカが発する近赤外光を
ムーバブルカメラで捉える新原理を採用。
さらに、リファレンスカメラ、プローブリサー
チカメラにより、広範囲にもかかわらず、繰り
返し精度±10 μmの高精度な測定を実現。

測定範囲

最大 10 m

超小型

1/10サイズ

Case.1 世界初グリーンレーザ採用  ＣＭＯＳレーザセンサ

従来の課題

・既存の設備に設置する場合、センサのサイズを
考慮した設置箇所の検討と治具製作が必要。

・高精度な測定をしたいが、センサのサイズが
大きく設備への設置が難しい。

課題解決

・筐体の小型化と高い検出能力を両立させ、
　設置工数を大幅に削減。

CMOSレーザセンサで初めてグリーンレーザ
を採用。さらに、高分解能かつ従来比100倍
の高感度CMOSセンサをカスタム開発。受光
レンズを小さくし、小型化と高精度化を両立。

※当社従来品（GV-H130）比較

新たな価値を提供することで、お客様の課題を解決した事例。
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ファブレス生産体制

自社工場を持たず、生産は国内外の協力会社に委託しています。

そのため、設備投資を抑えた上で、商品の特性にあわせて

最適な設備や技術を持つ工場を選定できます。また、ファブ

レス生産でありながら、当社の担当部署が商品の企画から

開発、設計、生産にかかわる部材を調達し、生産技術や生産

企画、品質管理部門が商品の生産に深く携わることで、生産に

おける知識や技術を社内に蓄積しながら、高品質な商品を

量産できる体制を構築しています。

ダイレクトセールス

世界初・業界初となる特徴的な商品をお客様に提案するために

は、商品やアプリケーションを深く理解している営業担当者が

不可欠です。代理店を介さない直販体制により、お客様が抱え

ている課題やニーズを直接把握し、商品を通じて的確かつ

迅速な課題解決策を提案します。また、お客様の潜在的なニーズ

まで把握できることが、次の革新的な商品の開発へとつながり

一般的な販売体制

キーエンスの直販体制
直販体制により、お客様の課題を直接把握し、最適な解決策をご提案します。

代理店や販社を経由するため、お客様の真の課題を把握することが難しい。

販社メーカー

KEYENCE

代理店

お客様

お客様

Business　　　ビジネスモデル

ます。国境を越えた案件であっても、46か国220拠点にいる
営業担当者と国境を越えて連携することで、お客様のもの

づくりをグローバルにサポートできる体制を構築しています。

当日出荷体制

商品は全世界で当日出荷。必要な時に必要な数量を入手できる

ため、万一に備えてお客様が必要以上の在庫を抱える必要は

ありません。また、お客様は商品ごとの納期を気にせずに最適な

商品を選定することができ、余裕を持った仕様検討も可能と

なります。

新商品の約7割が「世界初」「業界初」ですが、グローバル
ダイレクトセールスによって得たお客様の潜在ニーズを見極めた

上で、幅広い業界でご採用いただける標準品として企画・

開発しています。受注生産ではないことも、当日出荷体制の実現

につながっています。
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海外でも日本と同じくダイレクトサポート

グローバルなものづくりを支えるためには、国境を越えた“ボーダ

レス”企業であることが重要と考え、世界中で高品質なサービ

ス・サポートを提供できる体制を整えています。

Business

現地スタッフ育成プログラム

キーエンスでは、顧客企業の現地スタッフを対象に、センサ・測定器などの技術
力育成セミナーを開催。各国の状況にあわせた技術サポートにより、お客様とのつな
がりを深めています。

現地の言語に翻訳したマニュアルや技術資料も充実

グローバルサポート キーエンスの販売ネットワークは、46か国230拠点。
世界中の至るところでビジネスを展開しています。

Osaka

Taipei

Jakarta

Singapore
Kuala Lumpur

Bangkok
Chennai

Shanghai

Seoul
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• 日本と同じダイレクトセールス体制

• 国境を越えた案件もキーエンスがグローバルでサポート

• 全世界で商品を当日出荷

• テスト機の無料貸し出し

Business

現地スタッフによるコミュニケーション

キーエンスでは、当社の現地営業担当者を日本と同等の技術研修プログラムで
育成。各国で現地に根ざした営業活動をおこなっています。

現地設備メーカーとのコラボレーション

グローバル生産をおこなう企業にとって、設備や部品などの「現地調達」も大きな
課題の1つです。キーエンスでは、現地の各種設備メーカーを紹介するサービス
を提供。現地での設備導入をスムーズにおこなえるようサポートしています。

現地設備メーカー KEYENCE

共同でお客様の
現地調達に対応

お客様 KEYENCE

お客様

現地語でコミュニケーション

很好。 你好吗？

グローバルサポート

Frankfurt

Elmwood Park

Mexico City

Sao Paulo

Toronto
Paris

Mechelen

Chicago

Milton Keynes



Past 10 years

─  3,500（億円）

─  3,000

─  2,500

─  2,000

─  1,500

─  1,000

─  500

─  0

グローバル展開の加速

グローバルネットワークの拡大により、海外市場での売上は過去10年間で平均15%超の成長を
続けており、売上構成比の50％を超える規模にまで成長しています。
日本と海外におけるものづくりの生産拠点数では圧倒的に海外が多く、海外の拡大余地はまだ大きく

残されています。また、新興国の成長に伴う現地での製造業の発展、品質や安全に対するニーズの

高まりなど、ファクトリーオートメーションへの投資は今後さらに拡大していきます。

キーエンスの事業領域の中心はまさに「ものづくり」がおこなわれる最前線。付加価値の高い商品群と

ダイレクトセールスにより、これからも世界中でものづくりの発展をサポートし続けていきます。

2010年度
海外売上高比率

30％ 超

2020年度
海外売上高比率

55％ 超

過去10年間の海外事業 

平均成長率が15%超
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Business さらなる事業拡大にむけて
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Business　　　さらなる事業拡大にむけて

生物化学・医学分野での研究に貢献するオールインワン蛍光顕微鏡 物流センターの生産性向上に貢献するコードリーダ 企業が保有するデータから有効な打ち手を導き出す データ分析ソフトウェア

金 融
営業ターゲット先

抽出

人 材
離職率の
低減

小 売
リピート率の
向上

製 造
不良品低減

外食・レジャー
アプリ会員
行動分析

卸・中間流通
余剰在庫の
削減

…

事業領域の拡大

キーエンスはFA市場で培ってきたノウハウ・開発力を活かして、これまで研究開発分野や、物流、小売
などFA市場以外の分野にも事業を拡大してきました。これからも、世の中にない商品を開発すること
によって新しい市場を創造し、世の中のありようを変えていきたいと考えています。
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ものづくりの進化を加速させる

ものづくりの現場では生産性の向上や品質の改善に加え、技術革新によりさまざまな変革が起こってい

ます。自動車業界における電動化をはじめ、スマートフォンの高機能化、デジタル技術を駆使した生産

現場のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）など、グローバルにものづくりは進化しています。潜在

的なニーズを捉えた革新的な商品を生み出すことで、ものづくりの進化を支えています。

今後、製造業の生産性を大幅に向上させることが期待されるＤＸ。

工場でのデータ活用は、センサなどの機器をネットワークに接続し、データを収集・活用することから

始まります。当社の幅広い商品により、デジタル革命による生産現場の進化に貢献していきます。

Management
& Planning

Factory 1

Cloud

Factory 3Factory 2

Business　　　さらなる事業拡大にむけて
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人間性を尊重する職場づくり

企業の永続的な付加価値向上のためには、互いに人間性を尊重し、

働きがいのある職場づくりを目指すことが不可欠だと考えて

います。当社ではそのような方針のもと、物理的にも精神的にも

仕事がしやすい職場環境づくりに取り組んできました。グロー

バル化に伴う人権問題などに配慮しつつ、法令遵守はもとより、

高い倫理観を持って事業活動を展開することが重要だと

いう認識のもと、差別・児童労働・強制労働を排除するなど、

人権の尊重を定めたグループ行動規範を策定しております。また、

すべての役員・社員の理解と遵守を促すガイドラインを作成し、

その理解促進の機会を設けることで、人種・性別・国籍・信条・

年齢・障害の有無などに基づく不当な差別の排除にも努めて

おり、高い倫理観を持ちながら企業活動に取り組んでいます。

また、キーエンスグループ行動規範は当社の役員・社員だけで

なく、当社の仕入先と協力企業についても遵守を要請しています。

ハラスメントなどに関する対応

コンプライアンスやハラスメントなどに関する相談窓口を設置。

問題が発生した場合には、事実関係を調査の上、プライバシーに

十分配慮し、適切な対応をおこなう体制を整えています。

People

労働安全衛生

社員の安全と健康に配慮した働き方、生産性の向上による

持続的成長を実現するため、長時間労働の削減、適正な労働

時間管理の徹底に加え、管理責任者による社員の業務負荷や

難易度に応じた業務分担をおこなっています。加えて、個別

部署ごとの状況にあわせてアドバイスをおこなうなど、社員の

健康管理に取り組んでいます。

健康診断・人間ドックなどの費用補助

事業所ごとに社員が定期健康診断を受診しやすい環境を

整えるとともに、法令に則り定期健康診断を毎年実施して

います。また、35歳以上の社員とその配偶者が外部の医療機関
で人間ドックを受診した場合、毎年健康保険組合による全額

補助を受けることができます。さらに、治療や生活習慣の改善

が必要な対象者には、個別に適切なフォローをおこなって

います。2019年からは脳ドックの受診についても会社が費用
負担をおこない、社員の健康管理に取り組んでいます。

労働安全確保

• 生産設備のリスクアセスメントや定期監査に基づく安全対策
の実施

• 作業者の負担軽減、安全を目的とした自動化設備の導入
• 危険作業をおこなう際の生産現場でのゴーグル着用、溶剤
作業現場でのマスク着用の要請

休日休暇

2020年度は年間休日が128日。ＧＷ・夏季・冬季は各7~9連
休で、心身ともにリフレッシュした状態でメリハリのある働き方

を実現できるようサポートしています。

高い付加価値を生み出す人材
人間性を尊重する職場づくりにも力を入れ、主体性を持って

仕事に取り組める環境を整えています。4
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People　　　高い付加価値を生み出す人材

能力開発のための研修制度

実務スキル教育に加え、多様な研修プログラムを企画開発し、

必要なタイミングで受講できるように各種制度を整備しています。

育成制度

MDP（Management Development Program）

一定期間にわたって責任者としての業務を任せ、次期リーダーを養成
する研修制度。この制度を通じて、対象者本人の成長だけでなく、
リーダー候補の層が厚くなり、活性化された組織を維持するうえでも
効果を発揮しています。

CDP（Career Development Program）

所属籍はそのまま、一定期間他のセクションに移って業務を経験する
制度です。専門外の多彩な仕事を体験することで、広い視野の養成と
新たな能力開発を促進します。

マルチアセスメント

責任者のマネジメントカ開発を促進するために、メンバーの視点で評価
（サーベイ）をおこない、結果を責任者にフィードパックする仕組みです。
定期的に責任者自身のマネジメントにおける強みと課題を共有し、マネジ
メントカ向上に役立てることが目的です。

実務教育

実務スキル研修

実務をおこなう上で各部門で求められるスキルの習得。

新任責任者研修

労務管理、社内規程など、責任者として必要な知識の習得。

社外教育

外部セミナー、語学研修の受講支援などの実施。

経営リーダー •  経営リーダー育成研修
•  責任者研修

•  マネジメント研修
•  コーチング研修

•  ロジカルシンキング研修

•  入社後フォロー研修
•  新入社員研修 

中堅社員

若手社員

新入社員研修

キャリア別教育
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基本理念

当社は地球温暖化防止を含む地球環境保全が地球全体のために

最重要であると認識し、当社の企業活動のすべての領域に

おいて地球環境の保全と向上に誠意をもって配慮し行動する。

環境方針

当社は、自動制御機器、計測機器、情報機器および関連する

電子応用機器、オプトエレクトロニクス機器ならびにこれらの

システムを開発、製造、販売していることを踏まえ、以下の方針

に基づき環境負荷低減に取り組んでいく。

1. 環境関連の法規制および当社が認めるその他の要求事項を
遵守するとともに、自主管理基準を設けて環境保全に取り

組む。

2. 環境負荷の低減のために、環境マネジメントシステムを構築・
維持し、継続的に改善をおこない環境汚染の予防を推進する。

Environment

3. 当社の活動、製品、サービスにかかわる環境影響のうち、
以下の項目を重点項目として取り組む。

ⅰ GLOBAL化推進に配慮した有害な化学物質の不使用を含む化学物質
管理体制を構築し、維持する。

ⅱ CO2排出抑制/削減のための電力使用量の管理体制を構築し、推進する。

ⅲ 資源の有効利用をおこなうため、廃棄物の排出削減・省エネルギー
活動・リサイクルの推進をおこなう。

ⅳ 顧客における環境負荷低減活動に配慮した商品の設計・開発を推進する。

ⅴ 生物多様性保全へ配慮した活動を推進する。

環境マネジメント体制

環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001に則った環境
マネジメントシステムを構築・運用することで環境負荷削減を

はじめとする環境保全に向けた継続的な改善を進めています。

環境管理責任部署を中心に、各部門や取引先をはじめとする

関係者と連携し、商品の企画開発から生産、出荷、修理までに

至る環境課題を選定するなど、全社環境マネジメントシステムの

責任者である代表取締役社長の指揮のもと、環境目標の達成

に向けて積極的に取り組んでいます。

内部環境監査

当社は国際規格であるISO14001に則り、代表取締役社長を
トップマネジメントとした環境マネジメントシステムを構築して

います。ISO認証機関による定期的な審査を受けることに加え、
環境管理システムが有効に維持されていることや関連法の遵守

状況を確認し、マネジメントシステムの継続的な改善や環境

パフォーマンスの向上につなげるため、内部監査を定期的に

実施しています。

環境方針
当社は事業活動や商品を通じて、環境保護をはじめとする社

会的責任を果たしていきます。5
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Environment　

商品を通じて地球環境保全に貢献する

キーエンスの商品自体が、環境に配慮することはもちろん、商品を

ご利用いただくお客様の現場や、お客様の商品・サービスを利用

される社会全体の環境負荷を低減する。それがキーエンスの

考える環境貢献です。より少ない資源・エネルギーで大きな

付加価値を持つ商品を生み出し、その商品が製造現場の生産性

を向上させ、製造現場の環境負荷低減に貢献します。常により

大きな付加価値を追求していくことが環境貢献へとつながって

いきます。
より強く　─  部材の長期利用  ─  

セーフティライトカーテンGL-Rシリーズ

破損による部品交換を最少にする「全方位堅牢」を実現。破損が最も多い

光学面の保護のみならず、表示部まで保護するビッグツインバンパー構

造を採用し、取り付け金具にも耐衝撃性の高い堅牢性を実現しています。

より小さく　─  使用部材の削減  ─ 

光電センサPRシリーズ

独自のハイブリッド構造を採用し、クラス最小サイズを実現。

環境負荷の低い商品の開発

より少なく　─  省エネルギー  ─

ハンディターミナルBTシリーズ

バッテリーの寿命を大幅に延ばす劣化抑制アルゴリズムを搭載。バッテリー

の交換頻度を低減します。

サイズ　従来比

-30％

耐衝撃　従来比

5倍

商品における環境負荷低減
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環境配慮型車両の導入

環境負荷を低減するため、国内の営業活動に使用する社用車を環境配慮型車両へ順次取り替えて

います。

物流拠点における廃棄物削減への取り組み

従来は商品サイズごとに梱包箱を用意していたため、余剰なスペースには緩衝材を使用する必要があり

ました。自動梱包装置の導入により、梱包箱内の無駄なスペースを削減。これにより、緩衝材の削減を実現

しています。また、梱包箱の種類の統一化にもつながり、省資源・省スペースな運営をおこなっています。

ISO 9001/14001 認証取得

事業活動や商品を通じて社会に貢献す

る当社の取り組みに対し、第三者認証機

関からISO9001/14001の認証を取得
しています。

回収・リサイクルへの取り組み

紙材のリサイクル 

紙材の回収管理も徹底しておこなっています。従来は紙を使用していた申請書を電子化するなどの

取り組みに加え、各フロアにリサイクルBOXを設置。オフィスで出た紙は古紙回収会社を経由し、
製紙会社に納入されています。こうしたリサイクルの工程を経て、ダンボールなどに再生されています。

CO2削減への取り組み

LED照明への切り替え 

環境負荷低減への取り組みとして、CO2 排出量の低減を実現するため、本社オフィスビル、物流拠点は

全館LED照明へ切り替えています。このLED照明化により、従来と比較して約64％のCO2 削減効果

があります。

空調機器を高効率機器へ更新

消費電力を削減できる省エネ機器や、使用材料を削減した省スペース製品など、CO2 排出量を削減

する環境に配慮した空調機器への切替えを進めています。

Environment　 事業活動における環境負荷低減

ISO9001 ISO14001
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2017 / 3 2018 / 3 2019 / 3 2020 / 3 2021 / 3

CO2 排出量（t）※ 4,225 3,592 2,821 2,671 3,268

1tあたりの売上総利益（万円） 7,890 12,047 17,140 16,900 13,493

水使用量（m3）※ 26,052 26,102 26,091 27,084 24,364

1m3あたりの売上総利益（万円） 1,280 1,658 1,853 1,667 1,810

電気使用量（MWh）※ 8,005 7,910 7,596 7,431 7,610

1MWhあたりの売上総利益（万円） 4,164 5,470 6,365 6,075 5,793

産業廃棄物（t）※ 113 170 153 171 136

1tあたりの売上総利益（百万円） 2,952 2,548 3,162 2,643 3,237

※ 1）Scope1、2（対象範囲：本社ビル・クオリティラボ・高槻ロジスティクスセンター・生産管理センター・高槻事業所）

Environment　 環境数値データ
最小限の環境負荷で最大限の付加価値を生み出すことを意識して

取り組んでいます。
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調達ガイドライン

当社と同様、サプライチェーンにおいても、そこで働いている

方々の人権を考慮した職場環境づくりを実行していくため、

調達ガイドラインを定め仕入先企業に要請しています。また、

環境保全のための環境負荷低減や環境汚染の予防への取り

組みにおいては、取引基本契約を通じて要請しています。

グリーン調達

グリーン調達を推進するため、以下のような取り組みをおこ

なっています。

• 環境管理物質管理規定を策定し、仕入先企業に遵守を要請。
• 訪問による指導や調査票によるヒアリングにより、仕入先企
業に対し環境管理体制の確認と指導を実施。

• 部品ごとに、非含有証明書や業界標準フォーマットによる含
有物質情報の提供を仕入先企業に要請。

• 社員に対する環境教育として、環境に関する研修会の実施。
• ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを構築。

サプライチェーンマネジメントの推進

商品製造に関する基本的な方針およびルールを明確にし、当社

の環境方針についても各協力工場と共有しています。

• 法令を遵守した公正な取引。
• 強制的・奴隷的な労働や児童労働、差別的な処遇、無意識の
うちに相手を傷つけたり、地位や立場を利用してのハラス

メントの防止。

• 機密保持/作業環境の保全/安全管理/各種法令の遵守。
• 規格への適合と維持、環境方針への取り組み。
• 人間性を最大限に尊重した職場環境づくり。

当社のファブレス生産体制は、商品の組み立て、検査を協力工場

に委託する形態ですが、生産技術、製造技術、検査仕様、部品

調達など、商品の品質やコンプライアンスにかかわる部分は、

当社の生産管理部門、資材調達部門が責任を持って管理監督

しています。したがって、ISO9001/14001などの認証取得は
協力工場の必須要件ではありません。当社が協力工場の管理監督

に責任を持っていることから、毎年、一定数の協力工場に対する

監査を実施しています。部品調達においては、環境有害物質や

紛争鉱物などの問題については、仕入先企業の協力なしでは

対応できないため、調達する部品に含有される規制・制限物質の

有無、鉱物の原産地など、調達部品にかかるこれらの情報提供

を要請しています。

また、強制労働・児童労働、人権侵害などの問題については、

協力工場や部品調達先企業に対するガイドラインや基本取引

契約を通じて遵守の要請をおこなっています。

サプライヤーのキャパシティ・ビルディング

サプライヤーに当社の基本方針に対する理解を深めてもらう

ため、当社の生産管理部門、資材調達管理部門がサプライヤー

を訪問する際に、必要に応じて助言、要請、指導をおこなうなど、

サプライヤーのキャパシティ・ビルディングに取り組んでいます。

6 責任ある商品の提供Compliance
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Compliance

基本的な考え方

コンゴ民主共和国およびその周辺国（DRC周辺諸国）などで
採掘される鉱物は、児童労働などの人権侵害や環境破壊、

武装集団の資金源となり、さらには紛争そのものを助長して

いる可能性があると懸念されています。

当社は、不正に採掘されたそれらの鉱物を使用しないことを

基本方針 ( * 1 )としています。そのうえで、担当部門が調達
部門とともに、責任ある鉱物調達を推進する団体であるRMI
（Responsible Minerals Initiative）が提供するツールを
使用して、サプライヤーに対して調査を実施するなど、毎年定期的

に取り組むべき対応をおこなっています。

調査の結果、当社のサプライチェーンにおいて特定された

2 9 0社の精錬業者がRMIの標準精錬業者リストに該当し、
その中で、RMIの監査に合格しているConformant Smelterは
92% 267社でした。

当社は、引き続きサプライチェーンにおけるリスクの分析および

評価をおこなうとともに、リスクに応じて更なる調査を実施

してまいります。

※1  キーエンスの責任ある鉱物対応方針

コンゴ民主共和国およびその周辺国（D R C周辺諸国）を
はじめとする、紛争地域および高リスク地域で採掘されるスズ、

タンタル、タングステン、金、コバルトなどの鉱物は、児童労働な

どの人権侵害や環境破壊、武装集団の資金源となり、さらには紛

争そのものを助長している可能性があると懸念されています。

キーエンスは、当社製品に含まれる電子部品などに、紛争地域

および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーン向け

OECDデュー・デリジェンスガイダンスなどに基づき、不正に採掘
されたそれらの鉱物を使用しないことを基本方針とし、仕入先

企業のご協力のもと、以下を推進します。

1. 責任ある鉱物調達を推進する団体であるRMI(Responsible 
Minerals Initiative)が提供するツールを使用して毎年定期的
に調査をおこなうなど、サプライチェーンの把握に務めます。

2. RMIの標準精錬業者リストの中でRMIの監査に合格している
Conformant Smelterであるかどうか確認するなど、社会的
責任の観点から鉱物調達におけるリスクの低減を推進します。

含有化学物質管理

電気電子製品に含有される化学物質に対する規制はグローバル

に広がっています。当社では、含有化学物質に関連するさまざ

まな基準をサプライヤーと共有しながら、使用する部品や材

料のグリーン調達を推進し、欧州のRoHS指令やREACH規則に
代表されるような、各国・各地域における含有化学物質規制を

しっかりと遵守する取り組みをおこなっています。

EU RoHS 指令への取り組み

当社は、人類の健康や地球環境保護に貢献するために、商品

から重金属などの有害化学物質を排除し、含有化学物質規制

を代表するRoHS指令への対応を進めています。

責任ある鉱物調達への取り組み
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コーポレート・ガバナンス 役員報酬Governance

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、企業の永続と持続的な成長を実現するためには、経営理念および行動指針に基づき、

迅速かつ適切な経営の意思決定をおこなっていくことが重要であると考え、コーポレート・ガバナンス

の充実に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンスの体制面につきましては、当社では監査役制度を採用しており、監査役3名
全員が社外監査役です。監査役に専従スタッフは配置していませんが、監査チームが連携する体制

を敷いており、監査役は社内の各種重要会議にも出席しています。一方、取締役は社外取締役2名を
含め8名と少人数で迅速かつ密な情報交換をおこなうことで監督と執行を両立させています。内部
統制の仕組みにつきましては、専門部署による実地監査のほか、情報がすばやく伝達され牽制機能が

発揮される仕組みを構築しております。当社の経営上の意思決定、執行および監督にかかる経営

管理組織とコーポレート・ガバナンスの体制の概要は以下の通りです。

報酬の基本的な考え方

当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、下記を基本的な考え方としています。

• 企業価値向上に向け、経営陣の経営責任を明確にするものであること。
• 業績向上のインセンティブに資するもの。
• 報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること。

報酬および方針の決定方法

取締役会が決定権限を有する役員報酬内規により当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決

定に関する方針が定められ、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において役員報酬内規に

基づき取締役会が報酬の額等を決定しております。報酬は、前事業年度における従業員（組織責任

者）の年収を基準額とし、係数を乗ずることにより算出しております。報酬の水準につきましては、当

社従業員給与とのバランス等を考慮し、上限を3.0とした係数を設定しております。基準額となってい
る前事業年度における従業員の年収が業績（営業利益額）に連動しており、業績向上における責任を

明確にしております。基準額における業績連動部分の割合は概ね60～70％であります。
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長が委任を受け、役員報酬内規に

従ってその配分を決定し、月額報酬として支給しております。なお、社外取締役の報酬は、独立性確

保の観点から業績には連動せず、固定報酬のみであります。

株主総会

取締役会 監査役会

監査チーム

会計監査人代表取締役社長

各部門 子会社、関連会社

7
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リスクマネジメントGovernance

社員行動規範

不正やハラスメントなどが起こりにくい組織を維持していくために、

社員の行動規範であるコーポレートポリシー／ビジネスガイド

ラインを全社員が定期的に確認する仕組みを構築しています。

また、それにとどまらず日々の業務における判断基準として

積極的に活用することにより、本質的な遵守の徹底やコンプ

ライアンス意識の向上を図っています。

社内監査チーム

内部監査として、専任の監査チームを設置しています。国内外

の各拠点における業務・運用の適正性、効率性を中心に内部

監査を実施しており、監査結果その他の情報は定期的に、また

必要に応じて代表取締役社長に報告しています。

不労所得、役得

不労所得につながる行為や、担当する仕事の関係から自分

だけが恩恵を受けるような役得を会社として禁止しており、ビジ

ネスガイドラインに明記しています。

リスク管理体制

コンプライアンス・環境・災害・品質管理・輸出管理などにかか

わるリスクについては、それぞれの対応部署で必要に応じ

規則・ガイドラインを制定し、管理責任者を特定するとともに、

研修の実施、マニュアルの作成・配布をおこないます。新たに

生じたリスクへの対応が必要な場合には、それぞれの部署

責任者から取締役会に報告し、リスク管理体制を改善します。

情報セキュリティ

当社では、お客様の情報や自社の開発情報など、重要な機密

情報を保持しています。情報の漏洩や不正使用などによって

会社が損害を被ることや社会的な信用を失うことは重要な

リスクの一つと捉えており、その顕在化防止に取り組んで

います。情報セキュリティポリシーを策定し、外部への機密情報の

漏洩防止やサイバー攻撃などへの対応を強化しています。

公私峻別

ビジネスに関係のない利害を判断基準に持ち込むことや、業務

上で私的な恩恵を受ける行為、会社の資産である会社の設備、

社用車、携帯電話、什器、備品、機械・器具、事務用品などの

私的利用はもちろんのこと、電子メール、インターネットなども

仕事のみに使用し、私的利用などは一切禁止しています。

公平・公正

企業活動を適正におこなうためには、公平・公正であることが

欠かせません。役員・社員の３親等以内の方の入社をお断り

していることや、取引上での接待や贈物を禁止していることも、

公平・公正であるためには必要なルールだと考えています。

また、役割や立場の違いによるメリットを享受することも役

得と考え、公平・公正の観点から禁止しています。

規律ある組織づくり
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Social

現在、多くの方が経済的理由により奨学金を利用されていますが、従来の奨学金は、その大半が貸与

型であることから、卒業後の返済の厳しさが社会問題として取り上げられています。

そうした中、国による給付型奨学金の拡充が図られるなどの変化も見られますが、大学進学を志す

若者を支援する環境はまだ不十分と言わざるを得ません。このことから、学生が安心して学業に専念

できる環境づくりに少しでも貢献したいと考え、将来のある有能な学生に対して、返済する必要のない

奨学金を給付し、経済的支援をおこなうという考えに至りました。

また、奨学金の支援を始めさせていただいたことで、大学進学後、自らの夢や目標をしっかりと

持ち、その実現に向かって日々努力を重ねる学生の皆さんが数多く存在することを改めて認識

しました。日本の将来を考えると非常に心強いことだと思うとともに、頑張っている数多くの在学生の

皆さんを何らかの形で応援したいとの思いを強く持つようになり、返済の必要のない応援給付金に

よる経済的支援をおこなうことにしました。

奨学金の概要  

新1年生対象の給付型奨学金

新2～４年生対象の応援給付金（がんばれ！ 日本の大学生）

活動実績 　2019年度 ： 全国28大学　125名の採用を決定しました。
2020年度 ： 全国46大学　500名の採用を決定しました。
2021年度 ： 全国51大学　500名の採用を決定しました。

活動実績 　2020年度 ： 全国98大学　1,000名の採用を決定しました。
2021年度 ： 全国132大学　 994名の採用を決定しました。

大学1年生対象

500名募集

大学2,3,4年生対象

1,000名募集

給付型奨学金

返済不要

応援給付金

返済不要

給付額

月額8万円

1人あたり給付額

30万円

給付期間

4年間支援

がんばる大学生を応援

経済状況不問

4年制大学

全学部対象

4年制大学

全学部対象

公益財団法人キーエンス財団
当社は「社会に貢献する人材の育成に寄与すること」を目的として、

2018年に「公益財団法人キーエンス財団」を設立しました。8
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Financial information 財務情報9
連結損益計算書 単位：百万円

前連結会計年度
（自2019年3月21日  至2020年3月20日）

当連結会計年度
（自2020年3月21日  至2021年3月20日）

売上高 551,843 538,134
売上原価 100,406 97,250
売上総利益 451,436 440,884
販売費及び一般管理費 173,805 164,125
営業利益 277,631 276,758
営業外収益
受取利息 1,246 754
持分法による投資利益 4,158 4,528
為替差益 － 3,375
雑収入 1,182 1,295

営業外収益合計 6,587 9,954
営業外費用
為替差損 3,647 －
雑損失 317 118

営業外費用合計 3,965 118
経常利益 280,253 286,594
税金等調整前当期純利益 280,253 286,594
法人税、住民税及び事業税 80,520 91,952
法人税等調整額 1,608 △2,647
法人税等合計 82,129 89,305
当期純利益 198,124 197,289
親会社株主に帰属する当期純利益 198,124 197,289

連結キャッシュ・フロー計算書 単位：百万円

前連結会計年度
（自2019年3月21日  至2020年3月20日）

当連結会計年度
（自2020年3月21日  至2021年3月20日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 280,253 286,594
減価償却費 7,995 7,555
受取利息及び受取配当金 △1,326 △838
為替差損益（△は益） 2 △1
持分法による投資損益（△は益） △4,158 △4,528
売上債権の増減額（△は増加） 4,171 △21,969
たな卸資産の増減額（△は増加） 4,311 △943
仕入債務の増減額（△は減少） 3,308 920
賞与引当金の増減額（△は減少） 23 1,184
その他 △1,261 △838
小計 293,319 267,134
利息及び配当金の受取額 1,597 1,158
法人税等の支払額 △91,481 △75,640
営業活動によるキャッシュ・フロー 203,434 192,652

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △53,413 45,365
有価証券の増減額（△は増加） △159,990 △217,793
有形固定資産の取得による支出 △8,243 △4,358
その他 △1,064 △700
投資活動によるキャッシュ・フロー △222,712 △177,487

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の増減額（△は増加） △43 △26
配当金の支払額 △24,252 △48,505
財務活動によるキャッシュ・フロー △24,296 △48,532

現金及び現金同等物に係る換算差額 582 338
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,990 △33,028
現金及び現金同等物の期首残高 265,894 222,903
現金及び現金同等物の期末残高 222,903 189,875

連結包括利益計算書 単位：百万円

前連結会計年度
（自2019年3月21日  至2020年3月20日）

当連結会計年度
（自2020年3月21日  至2021年3月20日）

当期純利益 198,124 197,289
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △909 3,403
為替換算調整勘定 △3,136 2,598
持分法適用会社に対する持分相当額 △8 1
その他の包括利益合計 △4,054 6,004

包括利益 194,069 203,293
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 194,069 203,293
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Financial information　　　財務情報

単位：百万円

前連結会計年度
（2020年3月20日）

当連結会計年度
（2021年3月20日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,619 10,540
未払法人税等 34,884 51,344
賞与引当金 10,087 11,297
その他 20,788 21,339
流動負債合計 75,379 94,521

固定負債

その他 2,555 2,507
固定負債合計 2,555 2,507

負債合計 77,935 97,029
純資産の部

株主資本

資本金 30,637 30,637
資本剰余金 30,538 30,541
利益剰余金 1,698,140 1,846,924
自己株式 △3,734 △3,763
株主資本合計 1,755,581 1,904,339

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,015 5,418
為替換算調整勘定 480 3,085
退職給付に係る調整累計額 6 2
その他の包括利益累計額合計 2,501 8,505

純資産合計 1,758,083 1,912,844
負債純資産合計 1,836,018 2,009,874

連結貸借対照表 単位：百万円

前連結会計年度
（2020年3月20日）

当連結会計年度
（2021年3月20日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 476,637 401,201
受取手形及び売掛金 162,611 186,943
有価証券 467,502 528,797
たな卸資産 33,677 34,940
その他 8,886 6,807
貸倒引当金 △400 △466
流動資産合計 1,148,916 1,158,223

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 22,731 23,265
減価償却累計額 △15,572 △16,440
建物及び構築物（純額） 7,158 6,824

工具、器具及び備品 40,142 42,789
減価償却累計額 △31,525 △35,204
工具、器具及び備品（純額） 8,617 7,585

土地 7,022 6,990
その他 4,555 4,892
減価償却累計額 △1,799 △2,485
その他（純額） 2,755 2,406

有形固定資産合計 25,554 23,806
無形固定資産

その他 5,172 4,251
無形固定資産合計 5,172 4,251

投資その他の資産

投資有価証券 647,422 813,077
繰延税金資産 5,413 6,571
その他 3,601 4,005
貸倒引当金 △61 △61
投資その他の資産合計  656,375 823,592

固定資産合計 687,102 851,651
資産合計 1,836,018 2,009,874
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海外事業比率 

50%超

過去25年間の平均成長率が 

10%超

過去10年間の海外事業 

平均成長率が15%超

46か国230拠点

全世界 

約30万社の顧客

新商品の約7割が
「世界初」 や 「業界初」

About Us 数字で知るキーエンス10
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株式会社キーエンス

1974年5月27日

306億3,754万円

東京証券取引所市場第一部上場

代表取締役社長　  中田 有

8,380名（2021年3月現在）

センサ、測定器、画像処理機器、制御・計測機器、

研究・開発用解析機器、ビジネス情報機器

〒533-8555 大阪市東淀川区東中島1-3-14

社  名

設  立

資本金

株式上場

代表者

連結従業員数

事業内容

本社・研究所

会社概要

本社・研究所
2000年：国際構造工学会「優秀構造賞」受賞
1995年：大阪市「大阪都市景観建築賞」受賞
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